研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　　青山荘　　　　職　種　精神保健福祉士　　　氏　名　山口　碧

	期　　間　　平成　19年　10月　16日　～　平成　19年　10月　16日

	出張目的　福祉施設等就労支援セミナー参加の為

	出 張 先　八戸市総合福祉会館

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　障害者就労支援に関する研修は今回で３回目であったが、今回の研修は、予想より基礎的研修に重点を置いた研修だったように思う。研修では、ハローワーク、就業・生活支援センターともに、事業所の援助制度活用に関する話題が出されていた。前年度の研修では、この話題について聞いたことがなかったため、障害者雇用が徐々に浸透し始めているのと同時に、支援者側が援助制度の正しい利用方法について事業者側に説明することが必要なのだとわかった。また、障害者福祉計画では、病院から地域へ精神障害者の生活の場を移すだけではなく、さらに就労に向けて取り組みを強化する方向に動きつつあることからも、就労支援により力を入れて取りくまねばならないと強く感じた。

今回、就労支援について話を聞き、就労支援上の注意として「労働､経済の考え方を尊重する」とあった。福祉職は、営業・販売職のように、いかに市場のニーズを捉え顧客を獲得していくのではなく、既に顧客が獲得できていることを前提に、いかに顧客が満足できる生活を送れるかを目的に仕事をしており、競争原理がそのまま仕事の成果に比例する職場とは主旨が異なる。そのため、他職種の市場競争の厳しさを自分で実感し、それを障害者就労支援に活かすことも必要なのではないかと思い、障害者就労支援に携わる人にとって、福祉以外の様々な仕事に就き、いろいろな経験を得ることが必要なのではないかと思った。

　障害者自立支援法により、全施設が新体系に変わる５年後、障害者就労支援の状況はさらに変わるものと考えられることから、今後も障害者福祉の動向に目を向けながら、今回の研修で感じたことを業務に活かしていきたいと思う。

＜研修要旨＞

１．障害者職業紹介状況及び雇用の支援策について（ハローワーク）

· 就労支援上の注意

＜全般＞

· 福祉、教育の世界から労働、経済の世界へ対象者を送り込むこととなるので、労働､経済の考え方を尊重する。

· 労働関係法規の基本的知識が必要

· 就労移行支援＝職業紹介事業ではない

· 「就職」ではなく「安心して長く就労」が目標

· まずは支援者が信頼されることが大事

＜事業所に対して＞

事業所が障害者を雇用しようとする理由は？

· ×「障害者には働く権利がある」→○「働く能力・適性がある」

· ×「助成金がもらえる」→○「援助制度がある」

· ×　紹介前に事業所と対象者が事前接触する

· ×　職場実習で事業所から対象者へ報酬が支払われる

· ×　職場実習時の事故保険がない

＜対象者に対して＞

· 対象者の本当のニーズを確認する（対象者と保護者の意向不一致、支援者任せ）

· 施設での活動をトレーニングと捉える

· 就労中、離職後のフォローアップ

＜支援者に対して＞

· ◎自分たちが得た事業者情報を他の支援者へ提供する

· ○出来る限り早期から連携する

· ×自分たちだけでやろうとする

· ×自分たちの都合だけ主張する

⇒連携、協力、情報共有が重要

２．障害者自立支援法について（県障害福祉課）

· 障害福祉計画（第２期）数値目標設定ポイント

· 平成２３年度末までに、現在の入所施設入所者の１割以上が地域生活に移行することを目指す

⇒これにあわせて、平成２３年度末時点の施設入所者数を７％以上削減することを基本としつつ、地域の実情に応じて目標を設定する。

· 平成２４年度までに精神科病院の入院患者のうち「退院可能精神障害者」の解消を目指す

⇒これにあわせて、平成２３年度における退院可能精神障害者数の減少目標値を設定すると共に、医療計画における基準病床数の見直しを進める

· 平成２３年度中に福祉施設から一般就労に移行する者を現在の４倍以上とすることを目指す

⇒これにあわせて、福祉サイドにおける就労支援を強化する観点から、就労継続支援利用者のうち、３割は雇用型を目指す

· 障害福祉計画に盛りこむべき就労関係の目標について

1） 現在の福祉施設利用者のうち２割以上が就労移行支援事業を利用
2） 福祉施設から一般就労へ移行する者について
1 全ての者がハローワーク、障害者就業・生活支援センターによる支援を受ける

2 ３割が障害委託訓練を受講する
3 ５割が障害者試行雇用（トライアル雇用）の開始者になる
4 ５割が職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援を受ける
ことを目標として取り組む

３．障害者職業センターの就労支援について（青森障害者職業センター）
· 障害者に対するサービス

1） 職業評価・職業指導

2） 職業準備支援「作業支援」「職業準備講習カリキュラム」「自立支援カリキュラム」

3） ジョブコーチ支援

4） 精神障害者総合雇用支援「雇用促進支援」「職場復帰支援」「雇用継続支援」

· 事業主に対するサービス

1） 雇用管理サポート

医療・福祉・雇用管理など、各分野の専門家と連携して、具体的なアドバイスを行う

2） 採用、雇用継続に関する支援

· その他

1） 人材育成

· 地域就業支援基礎講座の開催

· ジョブコーチ養成研修
2） セミナー、ワークショップの開催

· 「地域職業リハビリテーション推進フォーラム」の開催

· 「事業主支援ワークショップ」の開催
４．障害者就業・生活支援センターにおける就労支援について

（障害者就業・生活支援センターみなと）

· 支援に際してこころがけていること

１）マッチングの重要性

　　　　支援対象者と事業所、業務内容はあっているのか

２）家族の協力

　　　・安定した就労のためには家族の協力が不可欠→自分たち「だけ」で支援しようとしない

　　　・支援対象者を守ろうとしすぎる視点→支援対象者及び自分たちだけの視点で判断しない

　　　・受ける事業者はどう思うか

　３）連携の重要性

　　　・検討段階から、必要な機関に連絡を取っておく

　　　　→就労は安定して続けられることが前提のため、長期支援には各関係機関の協力・支援体制が必要

　　　・「自分たちが」ではなく「みんなで」の意識

　４）事業所の立場を考える

　　　・事業所は「福祉」ではなく「経営」である

　　　　→事業所にとっても支援対象者にとっても益のある関係でなくてはならない

· 援助制度活用について

～事業所がハローワーク等に相談をしなかったため、援助制度が利用できなかったケース～

　　

· 使えない援助制度があったのは、事前接触によって使えない援助制度があることを知らなかったため

· 雇用に結び付けたいと考えているならば、まずハローワーク等に相談する
· 助成制度については、状況次第で使えるもの、使えないものもあるため、安易に事業所に「使えます」と言わず、まずハローワークに確認（事業所との信頼関係構築のためにも）


















C.E.O.





顧問





A.O.M





事業所が実習を依頼され、受ける


→雇用の話があり、雇用を検討


→雇用決定し、各種援助制度の利用を検討


→一部援助制度が利用できないことがわかる


→雇用決定していたため、利用しようとしていた援助制度を使えないまま雇用








